
資料 

１ 混信妨害等の申告及び対応状況 

(1) 平成２３年度申告受付件数及び内訳 

【受付件数:総数】 

区分 件数(％) 申告の内訳 

重要無線通信 ７ (７％) 消防４、航空保安１、鉄道１、陸上運輸１ 

一般無線通信 ５８ (５７％) 
アマチュア無線４０、簡易無線６、業務無線３、パ

ーソナル無線２、その他７ 

電波環境関係 ３７ (３６％) 
人体１１、テレビ・ラジオ１１、家電機器４、電話３、

無線機器３、その他５ 

計 １０２（１００％）  

 

 

 

 

 

【受付件数：新潟県】  

区分 件数(％) 申告の内訳 

重要無線通信  ４ (９％) 消防４ 

一般無線通信  ２９ (６３％) 
アマチュア無線２２、簡易無線３、業務無線１、パ

ーソナル無線１、その他２ 

電波環境関係  １３ (２８％) 
テレビ・ラジオ５、人体３、家電機器２、無線機器

２、電話１ 

計    ４６ （１００％）  
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申告受付件数 



【受付件数：長野県】 

区分 件数(％) 申告の内訳 

重要無線通信 ３ (６％) 航空保安１、鉄道１、陸上運輸１ 

一般無線通信 ２７ (５６％) 
アマチュア無線１７、簡易無線３、業務無線２、パ

ーソナル無線１、その他４ 

電波環境関係 １８ (３８％) 
テレビ・ラジオ６、人体３、電話２、家電機器２、無

線機器１、その他４ 

計   ４８ （１００％）  

注：新潟県・長野県以外や不明なものがあるため、新潟県と長野県の件数の合計は総数と一致しない。 

 

 

(2) 申告の対応状況 

 【対応件数：総数】 

対応状況 件数（比率％） 

調査・対策（指導・修理等）により解消したもの ６０（５９％） 

調査中又は調査前に自然消滅した（一過性）もの ２４（２４％） 

申告内容が不正確なもの １３（１３％） 

調査継続中のもの ５（５％） 

合計 １０２（１００％） 

 

自然消滅（一過性）,
24

申告内容不正確,
13

調査継続, 5

調査・対策で解消,
60

 

 【対応件数：新潟県内】 

対応状況 件数（比率％） 

調査・対策（指導・修理等）により解消したもの ２６（５７％） 

調査中又は調査前に自然消滅した（一過性）もの １５（３３％） 

申告内容が不正確なもの ２（４％） 

調査継続中のもの ３（６％） 

合計  ４６（１００％） 
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申告の対応状況 



【対応件数：長野県内】 

対応状況 件数（比率％） 

調査・対策（指導・修理等）により解消したもの ２９（６０％） 

調査中又は調査前に自然消滅した（一過性）もの  ９（１９％） 

申告内容が不正確なもの  ８（１７％） 

調査継続中のもの ２（４％） 

合計  ４８（１００％） 

注：新潟県・長野県以外や不明なものがあるため、新潟県と長野県の件数の合計は総数と一致しない。 

 

(3) 申告受付件数の年度別推移 

【年度別推移：総数】                                （単位：件） 

  重要無線通信 一般無線通信 電波環境関係 計 

平成２０年度 １４ １３２ ６５ ２１１ 

平成２１年度 １３ ７１ ４８ １３２ 

平成２２年度 １２ ５６ ３８ １０６ 

平成２３年度  ７ ５８ ３７ １０２ 

 

 

 

 

 

 

 

【年度別推移：新潟県】                               （単位：件） 

  重要無線通信 一般無線通信 電波環境関係 計 

平成２０年度 １２ ５９ ２７ ９８ 

平成２１年度  ９ ３０ ２５ ６４ 

平成２２年度  ９ ２２ １４ ４５ 

平成２３年度  ４ ２９ １３ ４６ 
 
【年度別推移：長野県】                              （単位：件）  

   重要無線通信 一般無線通信 電波環境関係 計 

平成２０年度 ２ ７３ ３８ １１３ 

平成２１年度 ４ ４１ ２３  ６８ 

平成２２年度 ３ ３４ ２４  ６１ 

平成２３年度 ３ ２７ １８  ４８ 

注：新潟県・長野県以外や不明なものがあるため、新潟県と長野県の件数の合計は総数と一致しな

い。 
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(4) 申告対応の事例 

ア 屋外 LED ディスプレイからの電磁ノイズによる FM ラジ

オへの障害 

FM ラジオにノイズが混入するとの申告を受け、現地

調査を実施したところ、屋外に設置されたLEDディスプ

レイから不要な電磁ノイズが発生し、FM ラジオに障害

を与えていたことが判明しました。 

この LED ディスプレイの保守業者により改修を行い、

障害を排除しました。 

イ 自己設備不良による無線通信への障害 

業務用無線に妨害波が混入し通信に支障が生じているとの申告を受け、現地調

査を実施したところ、申告者が所有している他の無線機が不具合を起こし、送信状態

になっていることが判明しました。 

申告者に対しては、当該無線機の点検修理を指導しました。 

ウ 電波の異常伝搬による混信 

業務用無線に外国語が混入するとの申告を受け、当局の監視施設を使用して電

波の監査を実施したところ、大陸方面から到来しているものと思われる電波を捕捉し

ました。 

混信の発生状況や使用されている言語から、電波の異常伝搬※に起因する混信と

推定されました。 

混信はその後、短時間で自然消滅しました。 

※スポラディック E 層という電離層が上空に突如発生し、通常は届かない遠方の電波がこ

の電離層に反射して届いてしまうことがある。春から夏にかけて発生することが多い。 

 

 

２ 不法無線局の措置（摘発又は指導）状況 

近年の摘発等件数の推移をみると、平成２２年度までは減少していましたが、平成２３

年度はその前年度とほぼ同水準となっています。 
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LED ディスプレイの例 

 

 LED ディスプレイの例 



【信越管内】                                     （単位：件数）  

           
不法市民 

ラジオ 

不法パーソ

ナル無線 

不法アマチ

ュア無線 

不法特定

船舶局 
計 

平成２０年度 

摘発  ５ １７ １４   ３６ 

指導 ２１ ７７ 1９  １１７ 

計 ２６ ９４ ３３  1５３ 

平成２１年度 

摘発  ２  ４ １２   １８ 

指導  ９ ３１ ３２   ７２ 

計 １１ ３５ ４４   ９０ 

平成２２年度 

摘発  １  ４  ５   １０ 

指導 １０ １８ ２５   ５３ 

計 １１ ２２ ３０   ６３ 

 

平成２３年度 

摘発  １  ６  ８   １５ 

指導  ９ １５ ２５ １  ５０ 

    計  １０ ２１ ３３ １  ６５ 

        

 【新潟県内】 

           
不法市民 

ラジオ 

不法パーソ

ナル無線 

不法アマチ

ュア無線 

不法特定

船舶局 
計 

平成２０年度 

摘発 １  ５  ０ ０  ６ 

指導 ４ ３６ １３ ０ ５３ 

計 ５ ４１ １３ ０ ５９ 

平成２１年度 

摘発 ０  １  １ ０  ２ 

指導 ２  ８  ６ ０ １４ 

計 ２  ９  ７ ０ １８ 

平成２２年度 

摘発 ０  １  ２ ０  ３ 

指導 １ １２ １０ ０ ２３ 

計 １ １３ １２ ０ ２６ 

 

平成２３年度 

摘発 ０  １  ２ ０  ３ 

指導 ５ １０  １ １ １７ 

    計  ５ １１  ３ １ ２０ 
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不法無線局の措置状況 
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 【長野県内】 

           
不法市民 

ラジオ 

不法パーソ

ナル無線 

不法アマチ

ュア無線 

不法特定

船舶局 
計 

平成２０年度 

摘発  ４ １２ １４ ０ ３０ 

指導 １７ ４１  ６ ０ ６４ 

計 ２１ ５３ ２０ ０ ９４ 

平成２１年度 

摘発  ２  ３ １１ ０ １６ 

指導  ７ ２３ ２６ ０ ５６ 

計  ９ ２６ ３７ ０ ７２ 

平成２２年度 

摘発  １  ３  ３ ０  ７ 

指導  ９  ６ １５ ０ ３０ 

計 １０  ９ １８ ０ ３７ 

 

平成２３年度 

摘発  １  ５  ６ ０ １２ 

指導  ４  ５ ２４ ０ ３３ 

    計   ５ １０ ３０ ０ ４５ 

 

(1) 捜査機関との共同取締り実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CB:不法市民ラジオ  PA：パーソナル無線  AT：アマチュア無線  MSS：特定船舶局 

   (2) 電波監視等に基づく指導 

管内の高速道路や国道などの主要な道路、車両の集中する場所等において、車両

から発射される電波や車両に設置されたアンテナの形状から、不法無線局を搭載して

いると推定される車両の所有者３３名に対して、行政指導を行いました。 

 

-6- 

取締り実施場所 実施月 摘発件数 指導件数 計 

長野県木曽郡  ５月 PA１,AT２ AT４ PA１,AT６ 

長野県千曲市  ６月 PA２ 
 

PA２ 

長野県飯山市  ６月 AT１ PA１ PA１,AT１ 

長野県佐久市  ６月 
 

AT３ AT３ 

新潟県上越市（海上）  ７月 PA１ MSS１ PA１,MSS１ 

長野県塩尻市  ９月 AT１ AT３ AT４ 

長野県飯山市 １０月 AT１ 
 

AT１ 

長野県木曽郡 １０月 CB１,PA２ AT２ CB１,PA２,AT２ 

新潟県村上市 １０月 AT１ 
 

AT１ 

新潟県十日町市 １１月 AT１ PA１ PA１,AT１ 

長野県飯山市 １１月 AT１ AT２ AT３ 

  計 
CB１,PA６, 

AT８ 

PA２,AT１４, 

MSS１ 

CB１,PA８, 

AT２２,MSS１ 



 

  

  

 

  (3) 無線従事者への行政処分 

無線局の免許を受けずに自宅に無線設備を設置し、運用していた新潟県内の無線

従事者に対して、４２日間の従事停止処分を行いました。 

 

３ 電波の安全性に関する説明会の実施状況 

(1) 「電波の安全性に関する説明会 in 佐久」の開催 

・開催日：平成２３年６月３０日 

・開催場所：長野県佐久市 佐久勤労者福祉センター 

・講演Ⅰ 「安心して電波を利用するために」 

      信越総合通信局 無線通信部長 苑田 洋史  

・講演Ⅱ 「電波の生体への影響と安全性について」 

首都大学東京 大学院 理工学研究科教授 多氣 昌生 

・参加者：６３名 

(2) 「電波の安全性に関する説明会 in 上越」の開催 

・開催日：平成２３年１１月３０日 

・開催場所：新潟県上越市 ホテルハイマート 

・講演Ⅰ 「安心して電波を利用するために」 

     信越総合通信局 無線通信部長 神林 喜彦 

・講演Ⅱ 「電波の安全性とリスクマネージメント」 

厚生労働省 国立医療科学院 上席主任研究官 牛山 明  

・参加者：７１名 
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車両確認場所 不法ＣＢ無線 パーソナル無線 アマチュア無線 計 

新潟県 ５  ９  １ １５ 

長野県 ４  ４ １０ １８ 

計 ９ １３ １１ ３３ 



参考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民ラジオ（ＣＢ無線） 

アマチュア無線 

■ 不法局 
 

無線従事者資格、無線局免許

を持たずに運用。 
 不法改造により、アマチュア無

線で使用が認められている周波

数帯以外で送信可能にしたり、

ブースターを接続して出力をアッ

プしている。 

■ 不法局 
 

送受信機とアンテナが分離。 
 電力は送受信機単体で概ね５

Ｗであるが、ブースターを接続

して１ｋＷを超える電力を送出

する不法局がある。 

【不法局による妨害事例】 
 
• 電話の通話に雑音が入

る。 テレビの画面、音声が

乱れる。 
• 電子機器(OA 機器等)が誤

作動。 
• 漁業用無線が使用できなく

なる。 

【不法局による妨害事例】 

• 重要な無線通信（警察用、

消防用、鉄道用等）を妨害し、

人命の安全等に支障を来す。 

■ 特徴 
 

無線従事者の資格及び無

線局の免許は必要なし。 
 周波数は 26.9MHz～

27.2MHz の８チャンネル、電

力 0.5W 以下。 
 送受信機とアンテナが同

一筐体に収められている。 

■ 特徴 
 

無線従事者及び無線局の免許

が必要。   
 送信周波数は、無線機のダイヤ

ルで任意に設定できるが、周波数

により運用できる電波型式が定め

られている。 
 無線局の免許により、発射でき

る空中線電力が異なる。 
 無線機に変更がある場合は、総

務大臣の許可を受ける必要があ

る。 

パーソナル無線機 

不法 CB 無線機 合法 CB 無線機 

アマチュア無線機 

パーソナル無線 

【不法局による妨害事例】 
 
•携帯電話、MCA 無線が使

用できない。 

■ 特徴 
 
無線従事者の資格は必要ない

が、無線局の免許が必要であり、

無線局情報の入った ROM が無

いと電波を発射できない。 
 周波数は 903.0125MHz～

904.9875MHz の 80 チャンネル又

は 158 チャンネル、電力５Ｗ以

下、アンテナゲイン(利得)7.14dB

以下のもので技適を受けた無線

設備に限られる。 

■ 不法局 
 

俗にスペシャル機と呼ばれる

改造機を使用。 

 免許情報が書き込まれた ROM

がなくても電波を発射でき、パー

ソナル無線で使用が認められて

いる周波数以外での送信、チャン

ネル固定などが可能。 

 

※改造機は免許状や技適の表示

があっても不法無線局になりま

す。 
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